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I. はじめに 

東日本大震災の発生から 5 年が経過した現在、公共インフラの再生、街

や住宅の再建等は着実に進捗しており、今後はハードだけでなくソフト

も含めたきめ細かい支援や、産業・生業の再生への重点的な支援、将来

的な自立を見据えた新たなモデルの確立等、復興は復興・創生という新

たなステージに移行しつつある。 

観光産業は、単に移動と宿泊だけを内容とするものではなく、地域での

飲食や地産品の購入など、地域の産業全体に広く影響を与える裾野の広

い産業である。また、東北域外の人々が沿岸被災地域をはじめとした東

北に訪れ、復興の今を知ることで風化防止につながるとともに、課題先

進地域である東北の取組を全国に伝えることにもなり、観光による交流

人口の拡大は東北と来訪者の双方に利益をもたらすことになる。さらに、

来訪者が地域との交流や東北の魅力の体験を自らの情報として発信する

ことで、風評被害の払拭にも大きな効果が期待できる。 

東北の観光は、全国的なインバウンド急増の流れから大きく遅れるなど、

依然として震災の影響が残っている。震災後５年が経過し、復興・創生

期間を迎えた平成２８年を「東北観光復興元年」として、東北の観光復

興に向けた取組が大幅に強化されている。国の平成２８年度当初予算で

の観光復興関連予算額は約５０億円と対前年度比約１０倍の大幅な拡充

が図られている。また、総理から、２０２０年に、平成２７年の外国人

宿泊者数５０万人泊の３倍となる１５０万人泊に押し上げることを目指

すとの目標が示された。この目標の実現のためには、観光復興関連予算

の中心となる国の東北観光復興対策交付金や東北観光復興プロモーショ

ン予算等を活用し、官民が連携しながら戦略的かつ効果的に観光復興に

取り組むことが必要不可欠である。 

震災から５年が経過した節目を迎え、これまで 163 の国・地域及び 43

の国際機関からいただいた支援1に対し、力強く復興を進める東北の姿を

見てもらうことが、感謝の意を示すことにもつながると考える。 

このような観光復興の取組を実りあるものとするため、事業の実施にあ

                                                  
 

1 出所：「世界各国・地域等からの緊急支援（平成 28 年 2 月時点）」外務省 
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たって東北観光アドバイザー会議において取りまとめる本提言を十分に

活用することを官民の関係者に求める。 

 

II. 観光復興のグランドデザイン 

１．東北の観光復興の基本的な考え方 

東北はインバウンド誘客の後進地である。外国人宿泊者数の全国シェ

アは１％に過ぎず、平成２７年はようやく震災前の水準に回復したもの

の、急成長を続ける全国的な流れからは大きく取り残され、平成２６年

から平成２７年にかけて全国シェアはさらに減少した。その一方で、国

内の旅行需要を見れば、北陸信越地方や九州に匹敵する規模の旅行者が

訪れている。全国的にも旅行消費額の大半を日本人による国内旅行が占

める中で、特に東北の観光産業は国内からの需要により支えられている

ことが明白である。 

しかしながら、平成２７年国勢調査では大正９年の調査開始以降初め

て人口が減少するなど、人口減少社会がまさに始まろうとしており、国

内旅行需要のパイは今後減少していくことが予想される。東北だけでな

く全国各地が国内旅行需要の獲得に鎬を削っており、パイが減少傾向に

ある日本人旅行者の旅行先をすぐに東北に振り向けることは必ずしも容

易ではない。 

一方で、インバウンドの市場は拡大を続けており、観光地としての潜

在的な実力を備える東北はインバウンドでの成長に大きな余地が残され

ている。また、外国人旅行者の旅行消費額は国内旅行者に比して大きく2、

地域経済の活性化にも少なくない効果が期待できる。外国人旅行者から

評価を集めることで、国内からも注目が集まり、インバウンドの需要拡

大がひいては国内旅行需要を喚起することにもつながり得る。全国的に

急成長を続けるインバウンドの流れを捕まえることが、国内観光も含む

将来的な東北への旅行需要の拡大につながる。さらに、訪日外国人旅行

者数は、昨年１９７４万人となり、２０００万人の目標達成が視野に入

ったことから、総理のもとで「明日の日本を支える観光ビジョン」が取

                                                  
 

2 出所： 日本人国内（宿泊）旅行の 1 人 1 回当たり旅行単価と、訪日外国人旅行者の 1 人当たり旅行支出を比較。 
「旅行・観光消費動向調査（平成 27 年速報値）」「訪日外国人消費動向調査（平成 27 年速報値）」観光庁 
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りまとめられ、訪日外国人旅行者数を２０２０年に４０００万人、２０

３０年に６０００万人とする新たな目標が示された。更なるインバウン

ドの拡大を政府一体となって進める中、大きな受入余力を抱える東北が

インバウンドでの成長を遂げることは、我が国全体のインバウンドでの

発展にとっても不可欠の要素といえる。 

２．重視すべき市場  

東北の強みは日本の原風景を感じさせる自然や地域の営みであり、上

質かつ豊富な雪資源であり、祭りに代表される文化である。圧倒的な集

客力のある商業地域やテーマパークがあるわけではなく、爆買いのよう

な団体での集客に優位があるわけではない。むしろ、日本の原風景とし

ての東北の価値を体感できる、価値を伝えられる規模での旅行者に焦点

を絞り、深い魅力の体験を通したリピーターの獲得を目指すことが長期

的なインバウンドでの成功につながる。また、東北のインバウンドは全

国的な急成長の流れから大きく遅れてはいるものの、市場別に見れば震

災前よりも多くの旅行者が訪れるようになった国もある。根強い風評被

害の残る市場に対しては粘り強く正確な情報を発信する一方で、風評被

害の影響が少ない市場に対してはポジティブな情報の発信や誘客の働き

かけを通して誘客を促進し、まずは観光地としての実績を積み上げるこ

とが風評被害払拭への一歩となる。 

すなわち、短期的には堅調に実績を伸ばしている台湾、中国、タイ、

オーストラリア、米国を中心に誘客を促進し、当面の需要を拡大すると

ともに、中長期的には現時点では風評被害の残る韓国、香港、シンガポ

ールや個人での長期滞在につながりやすいヨーロッパ等からの誘客に向

けた戦略を構築するべきである。 

３．幅広い分野での交流の拡大 

被災地の復興は、全国各地や世界各国との交流によって支えられてき

た。義援金やボランティア活動による支援に加え、コミュニティや産業・

生業の再生など被災地が抱える課題に、域外の専門家や支援者が被災者

とともに復興に向き合い、復興の取組が一つずつ進められてきた。震災

後５年が経過し、復興・創生期間を迎える中で、復興支援の輪を拡大し

ていく観点からも、観光に限らず幅広い分野で、東北と全国各地、世界
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各国との交流を創出することは重要な課題である。 

沿岸被災地域を中心に、東北への訪問を促進することで、東日本大震

災とは何か、復興とは何かに触れることができる「学びの場」としての

価値が東北にはある。「学びの場」として東北が評価されることで、震災

の記憶を後世に伝え、風化を防止することにつながる。「学びの場」をき

っかけに創出された交流がこれからの復興を支え、東北とつながりを持

つようになった多くの人々が将来の観光需要にもつながるものと考える。 

 

III. 東北の観光に係る課題 

１．インバウンドの現状と課題 

（１）根強い風評被害の影響 

日本のインバウンドの成長は著しく、2015年には 1,974万人となった3。

一方で、東北地方は全国的なインバウンド急増の流れから大きく遅れてい

る。2015 年の延べ宿泊者数はようやく震災前の水準まで回復したものの、

日本全体に占める割合は 1%に満たない4。 

この背景には、一部の国・地域を中心に、依然として根強い風評被害が

あることが考えられる。例えば、2010 年（震災前）を 100%として 2015

年の延べ宿泊者数を市場ごとに比較すると、韓国は 46%、香港は 30%、

シンガポールは 73%程度にとどまっている。海外から東北への直行便も、

震災後に韓国便を中心に大幅に減少した。一方で、台湾は 131%、中国は

123%、米国は 150%と、震災前の水準を上回っている。また、2010 年比

で 280%のタイ、276%のオーストラリアのように、大きく成長している市

場も見られる5。 

（２）海外での低い認知度 

風評被害の影響が比較的少ない国・地域でも、調査によれば、東北の認

知度は他地域に比して低い水準にある。また、直行便の飛んでいる国・地

域が少ないことや、交通アクセスに係る情報が不足していること等により、

アクセスが不便であるという印象を持たれていることが懸念される6。 
                                                  
 

3 出所：日本政府観光局による訪日外客数 
4 出所：「宿泊旅行統計調査（平成 27 年 1 月～12 月分、速報値）」観光庁 
5 出所：2010 年の確定値と、2015 年の速報値を比較。「宿泊旅行統計調査（平成 22 年 1 月～12 月分、平成 27 年 1 月～12 月分、速

報値）」観光庁 
6 2015 年 11 月及び 2016 年 2 月に、台湾、中国（上海、北京、広州）、タイ、アメリカ、イギリスで訪日旅行を扱う旅行会社のべ 14
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また、別の調査では、外国人を対象とした日本の地域の認知度及び訪問

意欲の調査では、東北の認知度はわずか 10%、訪問意欲は 3%に過ぎない

（北海道：認知度 63%、訪問意欲 44%、九州：認知度 40%、訪問意欲 14%）。

仙台、岩手、青森等個々の地域についても同様の傾向がみられ、認知度は

30%以下、訪問意欲は 5%以下にとどまっている7。 

（３）高い潜在能力 

一方で、全国で 1 位の数を誇る温泉8をはじめ、豊富な観光資源を有して

おり、国内旅行の市場としては一定の地位を築いている。2015 年の東北

地方の日本人延べ宿泊者数は 3,200 万人であり、北陸信越地方及び九州地

方と同等の水準である9。 

（４）屈指のデスティネーションへの飛躍 

このように、観光地として高い潜在能力を有しているにも関わらず、イ

ンバウンドの受入では国内の他の地域に比して大幅な遅れを取っている。 

風評被害払拭のために、今後も継続的に正確な情報発信に努めることに

加え、実際に東北に来て、元気な姿を体感し、自ら正確な情報を発信する

人々を増やしていくことが必要である。そのためにも、外国人の目線で改

めて東北の価値や可能性を考え直すことで、東北の持つ高い潜在能力を引

き出し、最も受入余力のあるインバウンド後進地から我が国を牽引する屈

指のデスティネーションへと飛躍させることが必要ではないか。 

 

２．国内旅行の現状と課題 

（１）教育旅行を中心に震災の影響 

国内観光に視点を転じると、復興需要等もあり、東北全体の宿泊者数は

震災前の水準に回復しつつあるものの、福島県を中心に、依然として風評

被害の影響がみられる。特に教育旅行の回復が鈍いことが課題としてあげ

られる。また、沿岸地域を中心に宿泊施設が被害を受け、受入の余力が減

少していること等が指摘される。 

（２）「学びの場」としての期待 

                                                                                                                                                            
 

社にヒアリングを実施。 
7 出所：「DBJ・JTBF アジア 8 地域・訪日外国人旅行者の意向調査（平成 27 年版）」(株)日本政策投資銀行、(公財)日本交通公社 
8 環境省が温泉法第 29 条の規定に基づき指定する「国民保養温泉地」の数 
9 出所：「宿泊旅行統計調査（平成 27 年 1 月～12 月分、速報値）」観光庁 
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一方で、教育旅行による被災地エリアでの震災・防災学習へのニーズは

高まりつつあり、また地域でもスタディツアー等、復興ツーリズムの受入

に向けた新たな動きが生まれている。学生をはじめとしたより多くの旅行

者が東北に来訪することで、将来の旅行需要の創出のみならず、復興に向

き合い乗り越えようとする被災地の姿を正しく伝えることにもつながる。

全国的なインバウンド拡大の流れに追いつこうとする一方で、復興を学ぶ

ための交流人口の拡大を図ることも、これからの東北にとって大きな課題

となっている。 

 

IV. 解決に向けた方向性 

１．東北のブランドイメージの創出 

東北地方が殆ど知られておらず、明確なブランドイメージを確立できて

いない。東北には良質な雪に恵まれている。すでに樹氷は海外からの注目

を集め始めているほか、冬だけでなく、春から初夏にかけての長期間に渡

りスキー場も稼働可能であり、また、雪と桜を同時に楽しめるなど、雪は

東北の強力なブランドづくりの中核となり得るものと考えられる。また、

日本で最も温泉地の豊富な地域であり、日本の原風景が残る地域としても

評価が高い。 

市場のニーズを踏まえて東北の資源を発掘し、ポテンシャルの高い資源

を世界に通用するブランドとして集中的に育て上げることが重要である。 

【スターの発掘・育成―Tohoku Snow Brand の確立―】 

・世界に通用するスター観光地を育て上げるため、東北観光復興対策交

付金等を活用した観光地域づくりや観光資源の磨き上げ、観光インフ

ラの改善、ＪＮＴＯによるプロモーション等、官民連携した総合的な

取組を集中的・重点的に展開していくことが必要。 

・東北は日本の原風景に雪が折り重なる風情を味わえる地域であり、雪

をブランドとして活用する余地が十分にある。雪を体験するアクティ

ビティや雪景色そのものが価値となる東南アジア市場に加えて、欧米

豪の上質な雪を求めるスキー市場にはニセコ、白馬に優るとも劣らな

い国際的なスノーリゾート化のポテンシャルがある。宮城県のきつね

村や山形県の羽黒山、福島県の大内宿など、外国人旅行者の視点から
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スター観光地が発掘される可能性も十分にありうるが、その有力な候

補の一つとして、Tohoku Snow Brand の確立に向けた集中的・重点

的な取組を進めるべき。 

・東北各地にはスノーリゾートとなり得るスキー場が数多くあり、新幹

線の停車駅や空港等のアクセスポイントからも近く、このような利点

をいかして、スキー客に対して各地のスキー場を渡り歩くスタイルを

提案するなど、新たな可能性を追求すべき。 

【ブランドの複層化】 

・東北の雪を突破口として、既に一定の誘客力のある秋の紅葉や桜、新

緑、祭りなど通年での魅力を訴求し、厚みのあるブランドの形成を目

指すべき。 

・東北は我が国で最も温泉地の豊富な地域であり、豊富な雪と温泉が同

時に楽しめる強みを持っている。外国人旅行者が温泉などの日本の文

化に徐々に慣れつつあるところであり、我が国屈指の温泉地としての

ブランド戦略を取ることも可能である。 

・東北は多彩な伝統芸能や勇壮な祭りをはじめとした豊かな文化を持つ

地域である。東北の伝統ある祭りを、観光復興のシンボルとして活用

すべき。 

 

２．受入体制の強化（観光地域づくり） 

東北は旅行者の絶対数は少ないが、本物の日本、日本の原風景に触れら

れることから高い評価を受けることができる。高い価値に見合った品質の

良いサービスを備えることで、東北を訪れた旅行者にかけがえのない時間

を提供できなければならない。そのためには、東北の各地が個の磨き上げ

を進め、互いに相乗効果を発揮し、国内・訪日双方に通じる、連携と、個

の地域づくりを進めることが必要である。しかしながら、食や文化、四季、

自然、温泉等、豊富な観光資源を有しているにも関わらず、外国人旅行者

がこれらを楽しむためのプログラムが十分に整備されていない。または、

これらの観光資源を外国人旅行者にとって購入可能な状態で提供できて

いない。購入できる商品がなければ旅行者は東北に来ない。東北ならでは

の観光資源を地元との交流等を通して体験するコンテンツや、それらを組
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み合わせた魅力的な周遊・滞在プログラムを整備するとともに、外国人旅

行者が購入可能な商品の形に整え、販売することが必要である。 

受入体制の強化にあたっては、東北の広域観光周遊ルートとして認定を

受けている「日本の奥の院・東北探訪ルート」や東北のブランドイメージ

に沿って商品開発等を進めることが必要である。 

【魅力ある広域観光周遊ルートの構築】 

・広域観光周遊ルートの構築に向け、観光庁関連予算のほか、東北観光

復興対策交付金を活用し、魅力ある商品開発や受入環境の整備が必要。 

・広域観光周遊ルートの形成にあたっては、全ての要素を盛り込むので

はなく、テーマやストーリーを意識して、内容を絞り込む。まずは内

容の際立ったいくつかのルートを選定し、商品として磨く。また、函

館空港、仙台空港、成田空港・羽田空港等の東北への入口と出口を意

識したルート形成が必要。 

・北海道、関東、関西等のインバウンド先進地域と有機的に結合し、相

乗効果を発揮するよう各地と空陸海をネットワーク化した「立体観

光」構築に向けて、外国人旅行者の市場特性を十分取り入れて広域観

光周遊ルートを磨き上げ、「旅の魅力」を発信することが必要。 

【Local Experience のある観光地域づくり】 

・日本の原風景と快適な環境を両立した古民家再生等により、外国人に

人気の高い「ファームステイ」を売り出すべき。アレックスカー氏が

徳島の祖谷で取り組んでいる古民家再生や高野山の宿坊の活用など

がモデルとなり得る。 

・地域の食事を地域住民とともに楽しむ等、住民との日常生活レベルで

の交流を通して東北ならではの文化を楽しむコンテンツを整備する

べき。観光と水産業の連携を進める気仙沼のように、地域の生業を体

験する交流も観光地としての魅力向上につながる。 

・カード決済環境、Wi-Fi 環境整備、宿泊施設の改築、アクセスや商品

の外国語での情報提供、来訪者のニーズに対応できる地元ガイドの育

成等の観光インフラの整備について、関連予算等を活用し、集中的に

進めることが必要。また、これらの環境整備を進めるにあたっては、

国や地方公共団体による取組だけでなく、宿泊施設をはじめとした民



                             

10  

間事業者においても積極的に取組を進めるべき。 

【市場目線での商品開発・販売・発信】 

・ブランド戦略、プロモーション戦略と切り離した商品開発を検討する

のではなく、東北のブランドイメージやプロモーションの戦略に沿っ

た旅行商品を造成し、販売するべき。 

・地域ごとに完結する誘客動線が現実に機能することは考えにくく、実

際の外国人旅行者の動線を意識し、行政区分に捉われずに必要に応じ

て広域で連携し、商品のテーマやストーリーを意識した旅行商品を造

成するべき。 

・外国人旅行者のシェア１％の東北に、まずは来訪してもらい体験して

もらうことを目的として、送客に応じたインセンティブを支払うなど、

状況に応じた支援措置を講じることも検討すべき。 

・個人の外国人旅行者が東北の宿泊施設やオプショナルツアーを直接購

入できる仕組みを構築し、外国人旅行者がアクセス可能な東北の商品

を充実させるべき。 

・抽象的な魅力の発信にとどまることなく、市場の目線を意識し、旅行

商品や地域の特産物・郷土食、祭りや景勝地などの具体的な情報を積

極的に発信することが必要。 

【外客受入機運の醸成】 

・東北でインバウンドの成功事例を創出することや外国人旅行者の受入

れに積極的な地域や事業者が成功体験を積むことなどにより、外客受

入機運を醸成することが必要。 

・宿泊施設の外客受入機運を高め、宿泊施設ウェブサイトの外国語での

予約機能拡充やＯＴＡへの積極的な加盟を促進することが必要。 

・海外の旅行会社と東北の観光関連事業者とのビジネスマッチングや、

海外の旅行会社への積極的な情報発信が必要。 

【北海道・関東のブランド活用】 

・東北単体のみでなく、北海道や関東と組み合わせて販売する等、市場

のニーズを踏まえて旅行商品を開発するべき。たとえば、北海道新幹

線の開業により東北とさらに近くなった函館と青森、関東屈指の観光

地である日光・鬼怒川と会津などを組み合わせて商品価値を向上させ
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ることが必要。 

【途中下車観光の充実】 

・北海道新幹線の開業を契機に、東京から函館までのルートで途中下車

観光を充実させ、東北での滞在時間の延長につなげることが必要。 

  

３．「学びの場」としての魅力づくり 

語り部ツアーや震災遺構など、東日本大震災の教訓と被災からの復興を

学ぶ場として福島や沿岸被災地域は大きな可能性を秘めている。しかしな

がら、職業体験や民泊等による地域との交流、アウトドア体験等、防災学

習以外の幅広い学習コンテンツが不足している。教育旅行の目的地として

選ばれるための幅広いニーズにこたえるコンテンツ及び受入体制の整備

を進める必要がある。また、単に来訪を呼びかけるだけでなく、学生を対

象としたスタディツアー等を活性化させることで「学びの場」としての価

値を高めるなど、教育旅行の需要拡大につなげる工夫も必要。 

【教育旅行誘致のための魅力向上】 

・農林漁業等の生業の体験やアウトドア系のアクティビティ等、教育旅

行でニーズの高いコンテンツを充実させることが必要。 

・来てもらうだけではなく、海外を訪問して学校間交流につなげるなど

の工夫をすることが必要。 

・沿岸被災地域の宿泊施設に限りがある中で、まずは内陸や周辺地域の

宿泊施設を積極的に活用するとともに、廃校等既存の施設の有効活用

や民泊などの取組についても進めていくことが必要。 

【将来の観光交流を見据えた交流拡大】 

・震災復興、防災、リスク管理等、東北で行うことに意義のあるスタデ

ィツアーや会議等を誘致し、当該分野の先端地域としてのブランド力

を構築することが必要。 

・東日本大震災の教訓や復興の様子を後世に伝える語り部等の地域で観

光復興に取り組む人材や、復興支援を通して地域に根差した活動を始

めた外部人材など、地域の観光復興を支える人々の緩やかなネットワ

ークを構築することが必要。 

・震災後に寄せられた多くの国と地域からの支援に感謝を伝える機会を
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設けるなど、震災をきっかけに生まれた絆を将来の交流につなげるこ

とが必要。 

 

４．仙台空港を中心としたゲートウェイ機能強化 

仙台空港をはじめとする地域内空港の国際線航路や、主要国際空港から

の国内線航路が貧弱である。また、新幹線を中心とした一次交通網が整備

されているにも関わらず、具体的なアクセスの情報が十分に提供されてい

ないことから、「遠い」というイメージを持たれている。東北への入口と

出口を意識した誘客動線を市場ごとに構築し、適切な情報提供を行うこと

が必要である。誘客対象市場から東北各地に就航する航空便を活用すると

ともに、インバウンド先進地域である北海道、関東、関西等と有機的に結

合し、相乗効果を発揮するよう各地と空陸海をネットワーク化した「立体

観光」を推進するべきである。 

また、東北新幹線の拠点駅である仙台駅がある仙台市、そして、７月に

コンセッション方式により民営化する仙台空港がある周辺エリアは、東北

のゲートウェイとなる都市であるとともに、東北各地へ向かう拠点となる

都市である。このため、特にインバウンドの東北への呼び込み及び東北各

地への送り出しを強化する観点から、この地域に対して重点的な支援を行

う必要がある。 

空路と陸路に加えて、東北には海路での誘客についても手つかずの可能

性が残されている。沿岸部は東北の内陸部を走る新幹線の停車駅からのア

クセスが悪く、クルーズ船での誘客はこうしたアクセス面での課題を解決

することができる。大型の外国船の寄港は青森と秋田のみであり、その他

の地域についても港湾施設の活用に道を拓くことが必要である。 

【仙台空港の東北ゲートウェイ化】 

・仙台空港の民営化を契機に、国際線や国内の主要国際空港からの路線

を拡充し、ＬＣＣ拠点化の推進を含め、東北のゲートウェイとしての

機能を強化する。その他の空港についてはチャーター便や定期便での

直行便の獲得を目指すべき。 

・仙台空港への新規路線の就航状況や需要の拡大に応じて、運用時間の

拡大など利便性を向上するために必要な手段を講じ、東北のゲートウ
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ェイとして相応しい空港として進化を遂げることが必要。 

・仙台空港から東北各地を周遊する旅行商品の造成・販売や、個人旅行

者向けの仙台空港からの推奨ルート開発など、仙台空港を軸とした商

品開発を進めることが必要。 

【仙台周辺地域の強化】 

・東北観光の拠点となる仙台周辺地域に対しての重点的な支援により

「復興観光拠点都市圏」を形成し、その成功モデルを東北の各都市に

普及・展開すべき。 

【仙台空港からの２次交通ネットワークの構築】 

・今後数年のうちに復興道路等の整備が進む中、仙台空港から会津や三

陸などを結ぶ路線バスネットワークの充実など、東北各地への交通ア

クセスを改善することが必要。 

・仙台エリアにおけるフリーパスのような仕組みの導入による周遊性の

向上などにより、全国をダイナミックに移動し、快適な旅を実現する

「地方創生回廊」を東北においても充実させることが必要。 

【北のゲートウェイ函館空港との連携強化】 

・北海道新幹線の開業や「JR East-South Hokkaido Rail Pass」の発売

開始に合わせ、青森空港に加え、函館空港を東北の北のゲートウェイ

として活用し、函館空港から東北各地への誘客や、仙台ＩＮ函館ＯＵ

Ｔの商品開発、東京から東北を経て函館に至る商品等を造成するべき。 

【南のゲートウェイ成田空港・羽田空港からのアクセス環境の改善】 

・東北への大動脈は首都圏からの新幹線による移動であり、成田空港・

羽田空港が東北の南のゲートウェイとなる。新幹線を中心とした鉄道

利用者に対しては、目的地にアクセスしやすいよう、新幹線沿線から

の乗換情報、ルート等をわかりやすく提供する等、情報へのアクセス

環境を整備することが必要。 

【東北クルーズの開拓】 

・大型船の受入の可能性のある港湾施設や広域観光についての情報を、

地域側から積極的に発信することが、クルーズ船誘客への不可欠な第

一歩である。 

・陸路、空路に加え、海からの東北の旅を第３のルートに育てる。東北
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で今後需要の拡大が見込まれる１０万総トン級以上のクルーズ客船

が寄港できる体制をできるだけ早期に整えるべき。 

【二次交通】 

・バス路線などの物理的な整備だけではなく、電車とバスの共通フリー

パスや乗継の円滑化などソフト面での改善を進めることで、二次交通

の活用を促進することが必要。 

・主要都市や集客力のある観光地から鉄道等を活用して沿岸被災地域に

もアクセスできるよう、二次交通やレンタカー、タクシー等の代替手

段の充実を図ることが必要。また、これらの交通手段を外国人旅行者

が利用しやすいよう、外国語での情報の提供など情報面でのアクセス

を向上させることが必要。 

 

５．効果的なプロモーションの実施 

地域ごとにプロモーションを実施することが多く、プロモーションにか

ける労力及び効果が分散している。外国人旅行者にとっては行政区分に意

味はなく、市場の視点や旅行者の現実的な動線を意識し、行政区分に捉わ

れない広域でのプロモーションを実施することが必要である。 

【広域プロモーションの強化】 

・東北のブランド確立のためＪＮＴＯや東北観光推進機構などの広域的

な連携主体が中心となって、東北一体となったプロモーションを強化

するべき。 

・地域ごとのプロモーションでは、外国人旅行者は単一の県内にとどま

ることなく複数の県に渡って旅程を組むものであり、旅行者の動線や

デスティネーションを意識して、地域間で連携したプロモーション・

商品開発に取り組み、必要に応じて他県の情報も併せて提供すること

が必要。 

・これらのプロモーションにおいては、外国人旅行者のニーズをよく把

握している海外の旅行会社等を招請し、実際に東北の魅力に触れても

らうことが効果的である。具体的な目標として、５年間で２０００人

規模の海外の旅行会社等の招請を目指すべき。 

【市場ごとのプロモーション戦略】 
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・誘客の増加を短期的に狙う市場としては、直行便の航空路線を有し、

震災前の水準に回復し、かつ、一定のボリュームを期待できる台湾や、

東北三県数次ビザが発給されている中国が考えられ、現地旅行会社に

よる東北への送客を支援する販売促進を強化すべき。 

・観光地としての東北の認知度が依然として低い東南アジアや欧米豪に

おいては、海外の著名人や有力メディアを活用しながら、東北の観光

素材を束ねたストーリー性のある情報発信を継続することが必要。 

・震災前の水準に回復していない韓国や香港等に対しては、メディア招

請を通じて外国人目線での継続的な情報発信を強化し、風評被害の払

拭に努めることが必要。また、定期便・チャーター便等の就航、海外

旅行会社による送客といった好機がある場合には短期であっても最

大限の支援を行い、誘客増につなげることが必要。 

・福島については、国内需要の回復に注力しつつ、外国人旅行者の誘客

についても長期的視点で取り組むべき。 

【ブランドイメージに沿ったプロモーションの展開】 

・他地域との連携による情報提供、受入体制の強化を進め、雪や温泉等

の一貫したブランドイメージの下でプロモーション、商品造成・販売

等のマーケティングミックスを提供していくべき。 

【ポジティブイメージの発信】 

・震災から５年が経過したことを機に、「復興」から「元気な東北」へ

とプロモーションの切り口を変え、「新しい東北」のようなポジティ

ブなイメージづくりを進めるべき。 

・各国のメディア、ブロガーや各市場に影響力のある著名人等を東北に

招請し、メディア等の第三者を通じた情報の発信を強化することが必

要。 

・東北や首都圏の大学等に在籍している留学生との交流の機会を創出し、

外国人の目線から東北の魅力を発信するなどの工夫が必要。 

・平成２８年は我が国がＧ７の議長国を務めることとなっている。５月

の G7 伊勢志摩サミットや仙台で開催されるＧ７財務大臣・中央銀行

総裁会議等、各国の要人やメディアが来日する国際会議の機会を捉え、

グローバルメディアを使った東北の魅力発信、魅力を体験できるエク
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スカーション等を開催するべき。 

・東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、被災地を駆け抜

ける聖火リレーやホストタウンでの選手との交流等を通じ、復興を成

し遂げつつある姿を世界に発信するべき。 

 

６．風評被害等震災の影響の払拭 

いまだに風評被害が根強く残ってはいるものの、風評被害の程度は市場

によって大きく異なる。韓国、香港、シンガポール等では特に根強い風評

被害が残る一方で、台湾、タイ、米国、オーストラリア等では比較的風評

被害が少ないものと考えられる。市場ごとに風評被害の程度を見極め、丁

寧に風評被害払拭のための戦略を構築することが必要である。 

また、根強く残る風評被害の払拭のためには、単に情報を発信すること

だけではなく、正確な情報を受け手に伝達することを意識することや、情

報の内容に工夫を施すことが必要である。 

【粘り強く、丁寧な情報発信】 

・韓国、香港、シンガポール等の特に根強い風評被害が残る市場に対し

ては、粘り強く正確な情報発信を続けることが重要。 

・放射線量の正確な数値等についてはインターネット上で情報が確認で

きることにとどまらず、消費者に情報がたしかに届くという観点から、

B to B、B to C で商品を販売する際にも安全性を科学的に丁寧に伝え

ることが必要。 

【観光地としての魅力の提示】 

・風評被害の程度に関わらず、各市場に対して、観光地としての魅力を

積極的に提示し、「東北に行ってみたい」という外国人の来訪意欲を

掻き立てるようなきっかけづくりの工夫や旅行会社による送客支援

等のプロモーションが不可欠。 

・インバウンド観光地としての実績づくりを進め、来訪者を通じて「元

気な東北」の姿を正しく世界に伝えてもらうことが必要。 

・風評被害が根強く残る福島についても、正確な情報発信だけではなく、

情報の受け手を意識して切り口を工夫した柔軟な情報発信を実施し、

元気な姿を伝えることが必要。 
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【将来の観光交流を見据えた交流拡大】 

・復興の進捗に比較的時間を要する地域では、将来的な観光交流につな

げるためにも、姉妹都市交流、学術交流、研修、スタディツアー等を

活用し、まずは訪れてもらうことで、来訪者の体験を通した情報の拡

散を図ることが必要。 

・廃校をリーズナブルなホテルに転用し、校庭、体育館、プールを無料

開放して合宿等のニーズに対応した森の校舎カタクリや、廃校を自然

や農業・漁業などの伝統的な産業を体験できる複合型体験施設として

活用したモリウミアス等の取組が参考になる。地域の既存ストックを

有効活用することで観光以外でも地域に訪れる理由を創出すること

が必要。 

 

７．福島の観光復興 

福島の観光復興は福島だけで成るものではない。福島の観光復興は東北

全体の底上げと一体であり、観光復興に向けての基本的な考え方や取るべ

き戦略に変わりがあるわけではない。しかしながら、福島については特に

根強い風評被害が残っており、東北全体での取組に加えて特別な対応が必

要である。福島ではインバウンドだけでなく、教育旅行が震災前の５割程

度にとどまるなど、国内旅行需要にも深刻な影響が残っている。教育旅行

は将来的な旅行需要の創出にもつながる重要な分野であり、教育旅行の回

復を中心として福島の観光復興にしっかり取り組んでいく必要がある。 

また、インバウンドにおいても東北６県の実績が概ね震災前の水準を回

復する中で、福島県の外国人宿泊者数は回復傾向にはあるものの震災前の

５割程度にとどまり苦戦を強いられている。根強い風評被害の払拭のため

には福島の復興状況も含め正確な情報を粘り強く発信していくことが必

要である。一方で、原発事故と強く結び付けられないようなイメージづく

りを工夫する必要がある。震災前よりも多くの旅行者が訪れるようになっ

た市場を中心とした丁寧な戦略を構築し、日光・鬼怒川や新潟のような周

辺の誘客力の高い地域と組み合わせるなど、将来に渡る交流人口の拡大に

向けて今何ができるかを、会津、中通り、浜通りなどの地域ごとの状況を

踏まえて考えていくことが必要である。 
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【あらゆる交流機会の活用】 

・観光だけの誘客に留まらず、より広い分野で着手しやすいところから

人的交流の拡大を進めることがまずは重要である。スタディツアーも

含め、あらゆる機会を捉えて域外との交流に力を入れるべき。 

・一部の地域ではすでに取組が始まっているが、地域への定住や観光で

の来訪ではなくとも、被災地の復興や地域づくりに携わった経験など

を通して地域に対する特別な思い入れを持ち、地域のサポーターとな

り得る「つながり人口」や「活動人口」を増やし、国民全体で福島を

サポートしていくことが必要。 

【教育旅行の誘致】 

・ＰＴＡ等に対するファムトリップの実施を含め、教育旅行の誘致に向

けた取組を特に強化することが必要。 

 

８．観光先進地への新たな試み 

東北観光復興元年。インバウンド誘客に向けた東北の歩みは始まったば

かりである。全国の外国人宿泊者数に占める東北のシェアは１％。震災前

の平成２２年にあってもたった２％に過ぎなかった。１％の先に広がるも

のは、２％に戻るための１％ではなく、その先の大きな伸び代である。東

北の観光復興は、「戻す」のではなく、「新たに創り出す」ことを目指す。

復興を目指す被災地の取組がそうであるように、全国のモデルとなる東北

であること、観光産業が直面する課題を東北で一つひとつ乗り越えていく

こと、東北が観光先進地を目指す新たな試みを支援することが必要である。 

また、ブランド戦略、プロモーション戦略を構築するにあたっては、長

期的な成長を見据えて対象とする市場やアプローチを検討する必要があ

る。たとえば、全国的には訪日外国人旅行者の人数や中国人旅行者の爆買

いに注目が集まっているが、東北の持つ価値が団体旅行に適したものかは

検討の余地がある。東北でのインバウンドの受入拡大が真に東北の地域経

済の活性化につながる仕組みを構築することが必要であり、全国の観光産

業の変革に向けた東北からの問題提起とするべきである。 

【外国人学生による教育旅行】 

・インターナショナルスクールの外国人学生や留学生の教育旅行の需要
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を創出し、教育旅行全体のパイを拡大する。東北が外国人向け教育旅

行のデスティネーションとなることで、海外からのスタディツアーや

教育旅行の将来的な需要拡大を図るべき。 

【地域密着型ガイドの養成】 

・通訳案内士の都市部への構造上の偏在を東北から解消する。地域の旅

行会社がイニシアティブを取り、東北各地で通訳案内士試験の受験環

境を整えるなど資格取得の機会を整備することが必要。東北を知り東

北を愛する通訳案内士を養成し、地域側からの積極的な旅行需要創出

に取り組むべき。 

【個人旅行者向け商品の充実】 

・東北への誘客は団体旅行が中心となっているのが現状であるが、雪を

基軸とした日本の原風景などの東北の潜在的魅力が深く訴求する個

人旅行者の誘客を拡大するべき。個人旅行者向けの商品展開や空港等

に外国人旅行者が気軽に相談できる体制を整えるなど個人旅行者の

来訪を容易にする環境改善を進めることが必要。 

 

９．持続可能な仕組みづくり 

ブランドイメージの確立、観光地域づくりなどの観光振興が成果を挙げ、

東北が我が国有数のデスティネーションとして成長するためには、地域の

賛同を得ながら、粘り強く長期的な取組の継続が不可欠である。国の予算

措置を効果的に活用することに加え、取組を継続していくための関係者間

での役割分担や人材育成、収益構造の改善等、持続的な観光振興を担保す

る仕組みが必要である。 

【連携と役割分担】 

・ブランドイメージの構築やプロモーションなど広域的な連携が必要な

ものについてはＪＮＴＯや東北観光推進機構がイニシアティブを取

り、地域での商品開発や受入環境の整備などは地方公共団体や観光地

の舵取り役となる日本版ＤＭＯ等が中心となって、相互に連携を取り

ながら進める等の役割分担が必要。 

【地域を支える観光人材の育成】 

・地域での取組を支える人々が、民間の専門家のアイデアやノウハウを
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活用して観光振興を加速化するとともに地域の人材育成につなげら

れるよう、民間のプロデューサーを地域の求めに応じて派遣できる体

制が必要。 

・外部の専門家とのネットワークを構築し、地域での観光振興に協力を

得られるよう、民間の専門家と地域の主体が交流し、意見交換をする

セミナーを開催することが必要。 

・外国人旅行者の誘客による旅行消費額の増加を将来に渡って東北の地

域経済の活性化につなげられるよう、市場特性を踏まえ季節ごとに最

適なツアーを提案できる地域の旅行会社やランドオペレーターを育

成することが必要。 

・地域密着型の通訳案内士等が地域側からの需要創出に取り組み、外国

人旅行者の誘客に携わる地域の関係者を徐々に拡大することで、地域

人材の育成と地域全体での外客受入機運の醸成につなげるべき。 

【東北観光ファンドの設置】 

・東北の観光復興を持続的なものとするためには、民間の創意と挑戦を

将来に渡って金融面で支える仕組みが必要である。観光分野での新た

なビジネスの創出にリスクマネーを供給し金融機関からの融資を活

発化させる、民間主導の東北観光ファンドの設置が求められる。 

【復興関連予算の活用のあり方】 

・観光復興の早期実現に向け、官民の関係者には、本提言の趣旨に沿っ

て、観光復興関連予算を有効活用することが不可欠。 

・特に、東北観光復興対策交付金については、広域的な連携が必要な取

組に対する重点的な配分を政府に求める。また、観光復興の取組を持

続的なものとする観点から、ビジネスとして自立しながら観光先進地

を目指す民間の新たな試みを支援することが必要。 

【本提言の実効性の確保】 

・本提言に基づいた観光復興の取組を実効性のあるものとするため、国、

地方公共団体、ＪＮＴＯ等の関係者が一体となって継続的に情報を共

有し、フォローアップしていくことが必要。 
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V. 最後に 

2020 年に「復興五輪」である東京オリンピック・パラリンピック競技大

会を迎える。同大会や 2019 年のラグビーワールドカップを起爆剤に、でき

るだけ多くの外国人旅行者に東北に訪れてもらえるよう、官民が連携して観

光復興の取組を戦略的に進めていかなければならない。 

同時に、それは、東北を心から楽しんでもらえるものでなければならない。

そのために、人材を含む個の磨き上げと相乗効果の創出により観光地として

の魅力を高めていくことが、東北観光の目指すべき姿である。訪れた人の満

足感こそが、さらなる交流拡大をもたらし、「新たな東北」への道が大きく

開かれる。 

震災後に国内外から寄せられた支援、そして生まれた様々な交流は、被災

地に元気や知恵をもたらし、復興への大きな力となってきた。その絆を、屈

指の観光デスティネーションへの飛躍を通じて、より強固なものに昇華させ

ていくことを目指すべきではないか。 

2016 年を東北観光復興元年として踏み出す一歩は、東北の観光の未来を

拓く大きな意義を有している。観光がいつか、東北と全国、そして世界との

懸け橋となることを期待する。 

 

 

以上 
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